「かながわ感動介護大賞」協賛事務取扱要領
（目的） 

第１条　この要領は、「かながわ感動介護大賞」（以下「感動介護大賞」という。）に関する取組みへの協賛について、必要な事項を定めるものとする。 
（協賛） 

第2条 この要領において、協賛とは、「感動介護大賞」の趣旨に賛同する企業、団体等が、　　「感動介護大賞」の募集、表彰の実施及び感動介護エピソードのドキュメンタリー映像化に要する資金の提供を行うことをいう。
（協賛方法） 
第３条　協賛の方法は、協賛金によるものとし、協賛金の額は、募集要項に別に定める。 
（協賛の特典） 

第４条　協賛を行う企業、団体等（以下「協賛者」という。）の特典は、次のとおりとする。 (1)　神奈川県ホームページの「感動介護大賞」欄に、協賛者の名称を一覧表形式で掲載する。
(2) 「感動介護大賞」の表彰式典に伴う印刷物に、協賛者の名称を一覧表形式で掲載する。
２　前項に規定する協賛特典以外に、必要に応じ、協賛特典を追加することがある。 
（募集方法） 

第５条　協賛者の募集は、公募により行う。 

２　前項の公募は、神奈川県ホームページに募集要項を掲載すること等により行うものとする。 

３　前項の募集要項には、協賛の内容及び募集期間、応募方法その他必要な事項を記載する。 
（協賛の申出） 

第６条　前条の協賛者は、「かながわ感動介護大賞」協賛申出書（第１号様式）を知事に提出するものとする。 

（協賛者の承認等） 

第７条　前条の協賛申出書の提出があった場合は、第10条第１項の定めに基づき、協賛の受諾又は辞退を決定する。 

２　前項の規定により協賛の受諾又は辞退を決定したときは、その結果を協賛受諾・辞退通知書（第２号様式）により申出者に通知する。 

（協賛金の納入等）

第８条　協賛の申出者は、知事が指定する期日までに、協賛金を、県の発行する納入通知書により、一括前納するものとする。
（協賛金の使途）

第９条　協賛金は「感動介護大賞」の募集及び表彰の実施に係る経費に使用し、目的外の使途には使用しないものとする。 

（協賛者の基準） 

第10条　申出者が、次の各号のいずれかに該当する業種又は事業者の場合は、協賛の申出を辞退するものとする。 

(1) 社会問題を起こしている、又は起こす可能性があると判断できる業種又は事業者 

(2) 法令等の定めのない医療類似行為を行う事業者 

(3) 債権取立て、示談引受け等の行為を行う事業者 

(4) 民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)及び会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)による再生・更生手続中又は手続開始の申し立てが行われている事業者 

(5) 法令等に違反しているもの 

(6) 行政機関からの行政指導を受け、改善がなされていないもの 
(7) その他、協賛者の名称を掲載することが不適当であると認められるもの 

２　第７条第２項により協賛の受諾をされた者が、その後前項各号のいずれかに該当するに至った場合又は前項各号のいずれかに該当することが判明した場合は、受諾を取り消すものとし、協賛者に対し、その旨を通知するものとする。この場合において、協賛金が納入済みであれば返還する。 
（協賛特典の取り消し） 

第11条　指定する期日までに協賛金の納入がないときは、協賛者への催告その他何らかの手続きを要することなく、その特典を取り消すことができる。  

（協賛の取り下げ） 

第12 条　協賛者は自己の都合により、協賛を取り下げることができる。 

２　前項の規定により協賛を取り下げるときは、協賛者は書面により知事に申し出なければならない。 

３　第１項の規定により協賛を取り下げた場合は、納入済みの協賛金は返還しない。 

（協賛金の還付） 

第13条　協賛者の責に帰さない理由により協賛を取り消したときは、納入済みの協賛金を当該協賛者に返還する。 

２　前項の規定により返還する協賛金には利子を付さない。 

（疑義等の決定） 

第14条　この要領に疑義があるときは、又はこの要領に定めのない事項については、別途協議の上定めるものとする。 

附　則 

この要領は、平成24年５月１日から施行する。
附　則 

この要領は、平成27年３月９日から施行する。
附　則 

この要領は、平成28年３月４日から施行する。
附　則 

この要領は、令和３年６月２日から施行する。
